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工　藤　拓　也

政府では，2025 年のインフラシステム受注「34 兆円」を目標に掲げた「インフラシステム海外展開戦
略 2025」を推進している。一方で，近年では，インフラ海外展開を取り巻く環境変化に対応するため，
デジタル技術の活用等や，現地パートナーやスタートアップとの連携，相手国ニーズに応じた提案型アプ
ローチが求められている。こうした取組や，国内外での人への投資を進め，バリューチェーンを俯瞰した
総合的な提案につながる施策を実施するべく，2023 年 6 月，経協インフラ戦略会議において同戦略を追
補した。
キーワード：‌�インフラ海外展開，DX，脱炭素，FOIP，官民連携

1．はじめに

新興国を中心とした世界のインフラ需要は膨大であ
り，急速な都市化と経済成長により，今後の更なる市
場の拡大が見込まれる。民間投資を喚起し持続的な成
長を生み出すための我が国の成長戦略・国際展開戦略
の一環として，日本の「強みのある技術・ノウハウ」
を最大限に生かし，世界の膨大なインフラ需要を積極
的に取り込むことにより，我が国の力強い経済成長に
つなげるため，2013 年 3 月に内閣官房長官を議長と
する経協インフラ戦略会議を設置し，同年 5 月に
2020 年のインフラシステム受注額 30 兆円を目標に掲
げた「インフラシステム輸出戦略」を決定した。同会
議はこれまでに計 56 回開催され，政府の戦略のフォ
ローアップや改訂，また，メコン地域等の個別地域や，
鉄道や防災等の分野をテーマについて議論している

（写真─ 1）。

インフラシステム受注は，2020 年に約 30 兆円の受
注を獲得するとの目標に対し，2019 年に約 27 兆円を
記録するなど増加基調であったものの，新型コロナ
ウィルス感染拡大の影響もあり，2020 年は約 24 兆円
となった（図─ 1）。他方でこの戦略の策定以降，競
合国企業のみならず台頭する新興国企業との競争の激
化や 2015 年に国連の SDGs やパリ協定，仙台防災枠
組みが制定されるなど，国際社会が直面する地球規模
課題に対して取組を強化することが求められてきたこ
と，また，国際情勢の複雑化といった情勢変化を踏ま
え，2021 年以降のインフラ海外展開の方向性を示す
ため，従来のインフラシステム輸出戦略を抜本的に見
直し，インフラ市場をめぐる急速な環境変化を踏ま
え，2019 年 12 月に以下の 3 本柱と 2025 年のインフ
ラ受注額 34 兆円を目標に掲げた「インフラシステム
海外展開戦略 2025」（以下，「本戦略」）を策定した。
①カーボンニュートラル，デジタル変革への対応等を

通じた，産業競争力の向上による経済成長の実現

我が国のインフラ海外展開の取組
インフラシステム海外展開戦略 2025 の 2023 年追補

行政情報

特集＞＞＞　海外

写真─１　第 56回経協インフラ戦略会議 図─ 1　インフラシステム受注実績
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②展開国の社会課題解決・SDGs 達成への貢献
③質の高いインフラの海外展開を通じた「自由で開か

れたインド太平洋」の実現等の外交課題への対応
インフラシステム輸出戦略では，インフラシステム

受注を成果目標（効果 KPI）に加えて，総理・閣僚等
によるトップセールス件数も目標としていた。本戦略
では，昨今のインフラ海外展開の事情として，競合国
との差別化のために，デジタル化の進展などへの対応
に向けた受注前の提案力強化や受注後のインフラシス
テムへの継続的関与の重要性が一層高まっている。更
に，インフラ事業は成果が出るまでに時間を要するこ
とから，競争力向上のためには質の高いインフラや現
地との協創の推進に向けた人材育成が重要である。こ
のことを踏まえ，効果 KPI の達成に向けて，計画的
な取組を進めるための具体的な数値目標を含む行動
KPI を多層的，多面的に設定した。なお，効果 KPI
の一例として，総理トップセールスは 2022 年に 36 回
となっており，目標を大きく上回っている（図─ 2）。
これ以外の行動 KPI については経協インフラ戦略会
議のホームページにおいて公表している。

本戦略策定以降も，KPI の測定によるフォローアッ
プやポストコロナを踏まえた情勢変化などを踏まえ毎
年追補を行っている。本稿では，本年 6 月に開催した
第 56 回経協インフラ戦略会議にて決定した，本戦略
追補及び分野別アクションプランの概要について紹介
する。

2．本戦略の 2023年追補の概要

本戦略における 3 本の目的実現のために，インフラ
海外展開を取り巻く環境変化を踏まえ，DX・GX を
通じた変革への対応を強化するとともに，現下の国際
情勢の複雑化等に伴う経済安全保障の要請も念頭に置
きつつ，相手国等との共創により社会課題を解決する
質の高いインフラ海外展開を更に推進すべく，次に示
す具体的施策の柱に沿って官民連携した取組を更に強

化していくこととし，特に以下 3 つを重点戦略の 3 本
柱とした。
① DX 等新たな時代の変革への対応の強化
②脱炭素社会に向けたトランジションの加速
③「自由で開かれたインド太平洋」（FOIP）を踏まえ

たパートナーシップの促進
加えて，新たなニーズに対応した展開手法の多様化

として，次の 3 本柱を掲げた。
④コアとなる技術・価値の確保
⑤売り切りから継続的関与への多様化の促進
⑥質高インフラに向けた官民連携の推進

以降それぞれの具体的施策について説明するととも
に，具体的な取組を例示する。

（1）DX等新たな時代の変革への対応の強化
昨今の社会経済情勢の変化が，インフラ海外展開の

環境にも大きな影響を及ぼしている中，デジタル技術
等も積極的に取り入れつつ，新たな時代の変革に力強
く対応していくことが求められている。世界的にはコ
ロナ禍後の新常態における消費ニーズや地政学リスク
の高まり等を背景に，デジタル変革を通じたビジネス
のプラットフォーム化，パートナーシップの観点から
の安定的かつ複線的なサプライチェーンの再構築が進
む中，我が国企業の国際競争力強化・企業価値向上に
つながるインフラ海外展開への支援の在り方も変化し
ていく必要がある。

ついては，SDGs を始めとする地球規模の社会課題
等に対し，途上国・先進国，国内外の企業・投資家も
巻き込みつつ，我が国がその解決に向けて中心となっ
て取り組み，価値創造につなげていく必要がある。具
体的な取組は以下のとおり。
①海外におけるサプライチェーン等のリスクへの対応

力強化
・JBIC 法改正を通じた日本企業のサプライチェーン

の強靭化支援（2023 年 4 月成立）
・NEXI の融資保険の対象事業拡大による本邦企業の

資金調達の円滑化（2023 年省令改正）
・デジタル技術を活用したサプライチェーン高度化の

促進
②デジタル変革による価値創造と中堅・中小，スター

トアップ支援
・公的金融と民間投資の連携等を通じた中堅・中小，

スタートアップ支援
・国内海外双方向での事業展開を見据えた先進イノ

ベーション技術への支援
・デジタル技術の特性を踏まえたソフトインフラ等の図─ 2　行動 KPI（総理トップセールス）
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海外展開
③国際連携の推進，国際標準への対応と戦略的活用

（2）脱炭素社会に向けたトランジションの加速
パリ協定の実現に向け，2020 年 10 月に表明した

「2050 年までに温室効果ガス（GHG）排出を実質ゼロ
にする，すなわち 2050 年カーボンニュートラル，脱
炭素社会の実現を目指す」との方針の下，再生可能エ
ネルギーや原子力等の既存技術を最大限活用するとと
もに，水素やアンモニア，二酸化炭素回収・貯留（CCS）
等の新たな技術の実現・普及にも産官学を挙げて取り
組む。また，こうした排出削減技術の開発・実証にあ
たって，国内のみならず国際連携の枠組みを通じて海
外とも連携していく。特に，アジア各国においても脱
炭素に向けた機運が高まる中，アジアの多様かつ現実
的な脱炭素化に貢献し，技術標準や国際的なインフラ
整備をアジア各国と共に主導する「アジア・ゼロエミッ
ション共同体構想」の実現を目指す。
①脱炭素社会の実現に向けた国際連携の枠組み
・アジア・ゼロエミッション共同体構想（AZEC）の

実現
・市場メカニズムに関する国際連携の拡大（パリ協定

6 条実施パートナーシップ）
・公正なエネルギー移行パートナーシップ（JETP）

等の推進
②我が国の脱炭素技術等の海外展開支援
・脱炭素社会の実現に向けたトランジション協力
・気候変動適応策と緩和策を両立した対策の推進

（3） 「自由で開かれたインド太平洋」を踏まえたパー
トナーシップの促進

インド太平洋地域における質の高いインフラ整備の
推進に向け，我が国の強みを活かし，多様な支援の手
法を活用しつつ案件を具体化していく。また，エネル
ギー・資源安全保障や経済安全保障，海洋安全保障に
加え，サイバーセキュリティーの観点を踏まえたイン
フラを守るという観点にも留意する。

インフラ海外展開においては，それぞれの国情に応
じたアプローチを重視しつつ，官民一体で取り組み，
政府全体として支援していくことが重要である。特
に，グローバル・サウスと呼ばれる国々が成長し世界
がより多様化している現状を踏まえ，「自由で開かれ
たインド太平洋」（FOIP）等の下で，法の支配に基づ
く自由で開かれた国際秩序の維持・強化に取り組む。
また，考え方を共有する国や国際機関とも連携しつ
つ，質の高いインフラの整備を通じ，アジアをはじめ

とする各地域内や地域間の連結性強化を支援し，これ
ら地域の開発を促進することで，対象国の経済的・社
会的な基盤強化と平和と安定の確保を進めるととも
に，我が国企業のビジネス展開を後押ししていく。

我が国との地理的・歴史的関係の深さ及び日本企業
の進出度合，連結性強化を含む相手国のニーズも踏ま
えた今後の日本企業の進出ポテンシャルを勘案し，
FOIP の下でのインフラ海外展開においては，東南ア
ジア，太平洋島嶼国及び南アジアを重点地域とする。
①グローバル・サウスにおける重点地域への取組
・日 ASEAN 友好協力 50 周年を見据えた日 ASEAN

連結性イニシアティブの刷新
・太平洋島嶼国に対する再生エネルギー導入支援
・太平洋島嶼国における有志国連携イベントの開催や

ビジネス共創促進事業による案件組成
・我が国の技術とインドにおける現地企業との連携に

よる 5G（Open RAN）の導入に向けた取組
②絶えず変化する国際環境への迅速・柔軟な対応
・カントリーリスク・地政学リスクの高まりに対応し

た相談窓口の設置・活用
・JBIC や JETRO，NEXI 等を通じたウクライナ及び

周辺国における日本企業等への支援を推進
・JBIC 法改正を通じて，国際金融機関がウクライナ

の復興等のために行うウクライナの民間セクター向
けの貸付けを JBIC による債務保証の対象に追加

③ハード面とソフト面の整備を組み合わせたより質の
高い協力

・「オファー型協力」を通じた能動的協力による戦略
性強化

・G20 を通じた質高インフラ投資の実践・促進
④共創による多層的な連結性の強化

3．展開手法の多様化

（1）コアとなる技術・価値の確保
①重要分野における技術展開の促進
・需要が急速に高まりつつあるデータセンター整備・

運営への企業参画を後押し（インド・ウズベキスタ
ン等）

・交通ソフトインフラ分野において，官民協議会
（JAST）の活用等を通じ，スタートアップを含む
技術と意欲のある企業の実証・調査・展開を支援

②�我が国・相手国双方が必要とする本邦・現地人材の
育成・交流

・日 ASEAN 友好協力 50 周年を踏まえ，日 ASEAN
若手起業家 100 人ネットワークを構築
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・高度外国人材の確保・定着のための伴走型支援や，
中小企業の海外ビジネス中核人材の育成，インフラ
分野におけるグローバル人材の採用・育成支援等を
通じ，海外ビジネスの実現・拡大を支援

・相手国における O&M 事業の円滑な実施に向けて，
O&M を担う質の高い現地人材の育成を支援

（2）切り売りから継続的関与への多様化の促進
① �PPP 事業への参画の積極的かつきめ細やかな支援
・トランズアクション・アドバイザリー（調達支援）

や法制度整備を通じ，我が国企業が強みを有する分
野における PPP インフラ整備を最上流から伴走支
援（インドネシア廃棄物発電事業等）

・PPP プラットフォーム等の政府間枠組みを活用し，
現地社会課題の解決に向けた政府間での議論を基に
具体的案件を形成（バングラデシュ）

②�現地の社会課題を解決する相手国に寄り添った支援
・現地社会課題対応型インフラ・システム海外展開支

援事業等を通じ，老朽化インフラの補修・更新，メ
ンテナンス等，日本企業の技術・ノウハウ展開を，
相手国に寄り添った形で積極支援

・インフラメンテナンス国民会議・海外市場展開
フォーラム等のプラットフォームを通じ，インフラ
メンテナンス分野における企業の海外展開に資する
調査，セミナー・人材育成等を実施

・インフラ整備と我が国に強みのある O&M をパッ
ケージにした具体的案件受注の推進

（3）質高インフラに向けた官民連携の推進
①�官民一体となったプラットフォームや政府系機関の

活用促進
・JASCA を通じ，スマートシティに係る会員企業技

術・ノウハウの紹介や相手国とのマッチング機会を
提供

・環境インフラ海外展開プラットフォームや在外公館
の環境ビジネス調整担当官を通じ，環境インフラ海
外展開に取り組む企業・自治体等を後押し

・相手国政府とのパイプや固有の技術・知見を有する
我が国政府系機関による中堅・中小，スタートアッ
プ企業への伴走型支援，現地政府機関等と連携した
川上段階からの事業参画機会の創出，公的信用力や
技術・知見を活用した事業参入の促進等企業の海外
展開支援を積極的に推進

・在外公館インフラアドバイザーによる現地インフラ
事業の情報収集及び企業等への情報提供の強化（13
在外公館で実施（2022 年度））

4．分野別アクションプラン

（1）策定経緯と継続的取組の必要性
2013 年から 2020 年までを対象としていた「インフ

ラシステム輸出戦略」においては，最終年の受注実績
約 30 兆円を目標としていたものの，2020 年は新型コ
ロナウイルスの世界的蔓延の影響が顕在化した影響も
あり約 24 兆円にとどまり，2020 年 12 月に決定した
本戦略の目標であるインフラシステム受注目標（2025
年「34 兆円」）の達成に向けて，官民一体でのもう一
段の取組が求められた。

そこで，2021 年 12 月に経協インフラ戦略会議にお
いて，分野別アクションプランを含めた「ポストコロ
ナを見据えた新戦略の着実な推進に向けた取組方針」
を決定・公表した。これを踏まえ，以下の内容に従っ
て各省が計画的に取り組むこととした。
①関係省庁が集計を行った効果 KPI について，分野

別アクションプラン取りまとめ省庁が取りまとめ・
把握する

②受注・成約に至るまでに，複数年を要する公的支援
が行われるプロジェクト（政府プロジェクト）につ
いて，ステージごとの進捗状況を把握する

③政府プロジェクト以外の民間独自の取組の把握の強
化に努める

（2）重点取組とレビュー
以上の背景なども踏まえ，効果 KPI の達成に向け，

戦略中の大区分 5 分野（ユーティリティー，モビリ
ティ・交通，デジタル，建設・都市開発，農業・医療・
郵便等）ごとのアクションプランをレビュー・更新し，
引き続き複数年にわたる，政府プロジェクトのステー
ジごとの進捗状況を把握し，より具体的かつ計画的に
取り組むこととしている。2023 年 6 月期の進捗レ
ビューを図─ 3，4 に示す。なお，各ステージごとの
取組については以下のとおりである。
①調査ステージ

本邦企業は，展開国との政策対話やマスタープラン
の策定協力，研究・開発支援等を行い，個別案件ごと
に各省の F/S 制度を利用するほか，公的支援機関に
よる調査や実証等（商談会を始めとするパートナー探
しにつながるマッチング支援等を含む）に対する支援
を受けながら，案件形成を進める。この間，政府は
F/S 制度による支援を始めとして，本邦企業の事業化
につながるよう側面支援する。
②計画ステージ

本邦企業は，調査ステージにおける調査結果等を踏
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まえ，事業化につなげるための具体的な計画を策定
し，受注・成約に向けた検討を行う（事業パートナー
の特定，資金計画の策定，資金調達アレンジ等）。こ
の間，政府はトップセールス，個別案件における本邦

企業と現地企業とのパートナーシップ構築支援，ファ
イナンス等の支援を検討する。特にファイナンス等の
支援については，民間資金を動員するための各種施策
も含め個別案件ごとに検討する。なお，支援先別のファ

図─ 3　分野別アクションプラン全体概要

図─ 4　分野別アクションプラン（案件数）
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イナンス支援のイメージ図は（図─ 5）のとおり。

図─ 6　経協インフラポータル

図─ 5　公的支援機関によるファイナンス支援イメージ

③受注・成約ステージ
本邦企業は，必要に応じて公的支援機関による出融

資の支援を受け受注・成約に至る。円借款等において
は，入札を経て，現地政府側との契約締結をもって受
注・成約に至る。この間，政府は，公的支援機関によ
る適切な出融資等を通じた支援を行う。また，本邦企
業からの要請に応じ，受注後の運営・保守・維持管理
等における本邦企業の支援を行い後続案件の継続的な
受注・投資につながるよう努める。案件のトラブル対
応等が必要な場合は，本邦企業と相談の上，政府とし
て可能な限り対応する。

5．おわりに

ここまで，2023 年 6 月に決定した本戦略追補と，
分野別アクションプランの概要について紹介したが，
関係省庁による具体的な取組については経協インフラ
戦略会議の HP に掲載している戦略本文を参照いただ
きたい。

また，インフラ海外展開に関わる各種の支援策につ
いては，関係省庁等によって，または，分野ごとに紹
介されていることが多い。そのためこれらの情報を一
元的に参照できるよう，経協インフラ戦略会議のホー
ムページにおいて，「経協インフラポータル」（図─ 6）
を開設しており，現在 54 の支援策に加え，15 のプラッ
トフォームを掲載している（2023 年 7 月時点）。引き
続き，我が国の質の高いインフラの海外展開を更に推
進して参りたい。

�
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